定期巡回・随時対応型訪問介護看護

自己点検シート

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護
事業所番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事業所名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

点検年月日：平成　　　年　　　月　　　日（　　）

点検担当者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
【参照】・・・平成18年 3月14日厚生省令第34号「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」
　　　　　　　平成25年3月28日条例第16号「米子市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」
	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	第1　基本方針等

1　基本方針　
・　事業運営の方針は，次の基本方針に沿ったものとなっているか。
「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業は，要介護状態となった場合においても，その利用者が尊厳を保持し， 可能な限りその居宅において，その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう，定期的な巡回又は随時通報によりその者の居宅を訪問し，入浴，排せつ，食事等の介護，日常生活上の緊急時の対応その他安心してその居宅において生活を送ることができるようにするための援助を行うとともに，その療養生活を支援し，心身の機能の維持回復を目指す。」

・　運営規程，パンフレット，その他利用者に説明する文書は，法令，規則等に反した内容となっていないか。

	  適
  適


	  否
  否

  
	【赤P350～351】
【第３条の２】

・定款，寄付行為等

・運営規程
・パンフレット等


	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	第2　人員に関する基準
   1　オペレーター
(1) オペレーターは看護師，介護福祉士等であるか。

※　上記オペレーター又は事業所の看護師等との緊密な連携を確保することにより利用者からの通報に適切に対応できると認められる場合は，サービス提供責任者として３年以上従事した者をオペレーターとして充てることができる。
　 

(2) オペレーターは提供時間帯を通じて１以上配置しているか。

(3) オペレーターのうち１人以上は，常勤の看護師，介護福祉士等であるか。
※　利用者の処遇に支障がない場合は，定期巡回サービス及び訪問看護サービス並びに同一敷地内の指定訪問介護，指定訪問看護並びに指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することができる。

※　午後６時から午前８時までの間は，随時訪問サービスを行う訪問介護員等として従事することができる。

※　入所者等の処遇に支障がない場合は，午後６時から午前８時までの間，事業所の同一敷地内にある入所施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。
	　適
　適
　適

	　否
　否
　否

	【赤P352～357】

【第３条の４】

・勤務体制一覧表
・出勤簿(ﾀｲﾑｶｰﾄﾞ)
・資格証


	2　定期巡回サービスを行う訪問介護員等
　 ・　交通事情，訪問頻度等を勘案し，利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必要な数以上を配置しているか。
	　適
	　否
	

	3　随時訪問サービスを行う訪問介護員等
・　提供時間帯を通じて，１以上配置しているか。
　※　定期巡回サービス及び同一敷地内の指定訪問介護事業所並びに指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することができる。
　※　午後６時から午前８時の間にオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合は，その間随時訪問サービスを行う訪問介護員を置かないことができる。
	　適

	　否

	

	　〔一体型事業所のみ〕

4　訪問看護サービスを行う看護師等
(1) 保健師，看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。）を，常勤換算方法で2.5以上配置しているか。

※　看護職員がオペレーターとして従事するとき及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画作成時において必要なアセスメントのための訪問を行うときの勤務時間については，常勤換算を行う際の勤務時間として算入して差し支えない。

※　訪問介護員等として定期巡回サービス及び随時訪問サービスを行うときの勤務時間については，常勤換算を行う際に算入することはできない。
※　事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け，かつ，同じ事業所で一体的に運営されている場合は，常勤換算方法で2.5以上配置されていることで，双方の基準を満たすことができる。
	　

　適

	　

　否

	

	確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	(2) 看護職員のうち，１人以上は常勤の保健師又は看護師であるか。
(3) 訪問看護サービスを行う看護職員は，常時の配置を求めてはいないが，利用者の看護ニーズに適切に対応するため，常時，看護職員のうち１人以上の者との連絡体制を確保しているか。

(4) 理学療法士，作業療法士又は言語聴覚士を適当数配置しているか。（配置しないことも可能。）
	適
適

適


	否
否

否


	

	5　計画作成責任者
・　1から4までに掲げる者のうち，看護師，介護福祉士等から１人以上を選任しているか。
	適

	否

	

	 　6　管理者

・　専らその職務に従事する常勤の管理者を置いているか。ただし，以下の場合であって，管理業務に支障がないときは，他の職務を兼ねることができる。
　①　当該事業所のオペレーター，定期巡回サービスを行う訪問介護員，随時訪問サービスを行う訪問介護員等又は訪問看護サービスを行う看護師

　②　当該事業所が指定訪問介護事業者，指定訪問看護事業者又は指定夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて受け，同一の事業所においてそれぞれの事業が一体的に運営されている場合の職務に従事するとき。
③　当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の他の職務に従事すること，または同一敷地内にある他の事業所，施設等の職務に従事することは差し支えない。
	適

	否

	【第３条の５】


	第3　設備に関する基準
　 1　設備及び備品等
(1) 事業の運営に必要な面積を有する専用の事務室を設けているか。他の事業と同一の事務室の場合，事業を行うための区画が明確に特定されているか。
(2) 事務室又は区画については，利用申込の受付，相談等に対応するのに適切なスペースを確保しているか。

(3) 事業に必要な設備及び備品等を備えているか。特に，感染症予防に必要な手指を洗浄するための設備等に配慮しているか。
　 (4) 次に掲げる機器等を備え，必要に応じてオペレーターに当該機器等を携帯させているか。
①　利用者の心身の状況等の情報を蓄積することができる機器。

②　随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器。

　 (5) 利用者に対し，通信のための端末機器を配布しているか。

または利用者所有の電話により，オペレーターに随時の通報を行うことができる体制をとっているか。
	適
適
適
適
適

	否
否
否
否
否

	【赤P357～358】
【第３条の６】


	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	第4　運営に関する基準
１　内容及び手続の説明及び同意

(1) 重要事項を記した文書を交付して説明を行い，利用申込者の同意を得ているか。

(2) 重要事項を記した文書に不適切な事項や漏れはないか。
重要事項最低必要項目
①　運営規程の概要
②　従業者の勤務体制
③　サービスの選択に資する事項

	適

適

	否

否

	【赤P359～382】

【第３条の７】


	2　提供拒否の禁止 　　　　　　　　　　　　　〔事例の有・無〕
・　正当な理由なくサービスの提供を拒んでいないか。

（提供を拒否したことがある場合は，どのような事例か。）

正当な理由の例（通知）

①　事業所の現員では対応しきれない。 
②　利用申込者の居住地が実施地域外である。
③　適切なサービスを提供することが困難な場合。
	適

	否

	【第３条の８】


	3　サービス提供困難時の対応 　　　　　　　　〔事例の有・無〕
・　居宅介護支援事業者への連絡を行い，適当な他の事業者等を紹介する等の必要な措置を速やかに行っているか。
	適

	否

	【第３条の９】



	4　受給資格等の確認
(1) サービス提供を求められた場合，以下の要件を被保険者証によって確認しているか。
①　被保険者資格 
②　要介護認定の有無
③　要介護認定の有効期間

(2) 確認した後は，利用者へ被保険者証を返却しているか。

　　（事業者が被保険者証を取り込んでいないか。）
(3) 認定審査会意見が記載されている場合は，それに配慮したサービスを提供するよう努めているか。　　　　　〔事例の有・無〕

	適
適

適
	否
否

否
	【第３条の１０】

・サービス提供票
・個人記録


	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	5　要介護認定の申請に係る援助 　　　　　　　〔事例の有・無〕
(1) 利用申込者が要介護認定を受けていない場合は，説明を行い，必要な援助を行っているか。
（必要な援助とは，既に申請が行われているかどうか確認し，申請をしていない場合は，利用申込者の意思を踏まえて申請を促すこと。）
〔居宅介護支援が利用者に対し行われていないケースがあった場合〕
(2) 更新の申請は，有効期間の終了する３０日前にはなされるよう必要に応じて援助を行っているか。
	適
適
	否
否
	【第３条の１１】



	6　心身の状況等の把握

・　サービス担当者会議等を通じて，利用者の心身の状況，その置かれている環境，他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めているか。
	適

	否

	【第３条の１２】

・サービス担当者会議の要点


	7　指定居宅介護支援事業者等との連携

(1) サービスの提供に当たって，居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか。

(2) サービスの提供の終了に際して，利用者又はその家族に対して適切な指導を行い，居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めているか。
	適
適
	否
否
	【第３条の１３】


	8　居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

・　居宅サービス計画に沿った指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供しているか。

	適

	否

	【第３条の１５】
・居宅サービス計画

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護記録書

	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	9　身分を証する書類の携行

(1) 従業者に身分を明らかにする書類を携行させ，面接時，初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたときは，これを提示するよう指導しているか。


	適

	否

	【第３条の１７】

・身分を証する書類


	10 サービスの提供の記録

(1) サービスを提供した際には，サービスの提供日，提供した具体的なサービスの内容，利用者の心身の状況その他必要な事項を利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しているか。

(2) 利用者からの申出があった場合には，文書の交付その他適切な方法（利用者の用意する手帳等に記載する等）により，その情報を利用者に提供しているか。　　　　　　　　　　　　
	適
適
	否
否
	【第３条の１８】

・サービス提供票


	11　利用料等の受領

〔法定代理受領サービスに該当する場合〕

・　１割又は２割相当額の支払を受けているか。

〔法定代理受領サービスに該当しない場合〕　　　
(1) １０割相当額の支払を受けているか。

(2) 基準額との間に不合理な差額が生じていないか。
(3) 領収証については，保険給付に係る１割又は２割負担部分と保険給付対象外のサービス部分(個別の費用ごとに明記したもの)に分けて記載しているか。

(4) 利用者へ配布するケアコール端末に係る設置料，リース料，保守料等の費用を，利用者やその家族から徴収していないか。

	適
適
適
適
適

	否
否
否
否
否

	【第３条の１９】

・領収証控
・運営規程

・重要事項説明書



	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	12  保険給付の請求のための証明書の交付
〔法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した場合〕

・　サービスの内容，費用の額等を記載したサービス提供証明書を利用者に交付しているか。　　　
	適

	否

	【第３条の２０】



	13  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の具体的取扱方針
(1) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書に基づき，利用者が安心してその居宅において生活を送るのに必要な援助を行っているか。

(2) 随時訪問サービスを適切に行うため，オペレーターは，計画作成責任者及び定期巡回サービスを行う訪問介護員等と密接に連携し，利用者の心身の状況，置かれている環境等の的確な把握に努め，利用者又はその家族に対し，適切な相談及び助言を行っているか。

(3) 随時訪問サービスの提供に当たって，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき，利用者からの随時の連絡に迅速に対応し，必要な援助を行っているか。

(4) 訪問看護サービスの提供に当たって，主治医との密接な連携及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に基づき，利用者の心身の機能の維持回復を図るよう妥当適切に行っているか。
(5) 訪問看護サービスの提供に当たって，常に利用者の病状，心身の状況及びその置かれている環境の的確な把握に努め，利用者又はその家族に対し，適切な指導等を行っているか。
(6) 広く一般に認められていない特殊な看護等を行っていないか。

(7) サービスの提供に当たって，懇切丁寧に行うことを旨とし，利用者又はその家族に対し，サービスの提供方法等について，理解しやすいように説明を行っているか。
(8) サービスの提供に当たって，介護技術及び医学の進歩に対応し，適切な介護技術及び看護技術をもってサービスの提供を行っているか。
(9) サービスの提供に当たり利用者から合鍵を預かる場合は，管理を厳重に行うとともに，管理方法，紛失した場合の対処方法その他必要な事項を記載した文書を利用者に交付しているか。 　

	適
適
適
適
適

適

適

適

適
	否
否
否
否
否

否

否

否

否
	【第３条の２２】

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護記録書
・交付文書

	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	14  主治の医師との関係 
〔一体型事業所のみ〕
(1) 常勤看護師等は，指示書に基づき訪問看護サービスが行われるよう，主治医との連絡調整，訪問看護サービスの提供を行う看護師等の監督等必要な管理を行っているか。
 (2) 訪問看護サービスの提供に際し，主治医による指示を文書で受けているか。 
(3) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び訪問看護報告書を主治医に提出しているか。
   ※　医療機関が定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営する場合にあっては，(2)の主治医の文書による指示及び(3)の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び訪問看護報告書の提出は，診療記録への記載をもって代えることができる。
	適
適

適
	否
否

否
	【第３条の２３】

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護記録書
・訪問看護報告書


	15  定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画等の作成 
(1) 計画作成責任者は，利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて，援助の方向性や目標を明確にし，担当者の氏名，サービスの具体的な内容，所要時間，日程等を記載した定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成しているか。

(2) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は，既に居宅サービス計画が作成されている場合は，当該居宅サービス計画の内容に沿って作成しているか。
※　サービスを提供する日時及び具体的内容については，当該居宅サービス計画に定められた日時にかかわらず，居宅サービス計画の内容及び利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえ，計画作成責任者が決定することができる。この場合，計画作成責任者は，当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を，当該利用者を担当する介護支援専門員に提出しているか。
※　定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成後に居宅サービス計画が作成された場合は，当該計画が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し，必要に応じて変更しているか。
(3) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は，看護職員が利用者の居宅を概ね１月に１回程度訪問して行うアセスメントの結果を踏まえ，作成しているか。

(4) 訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画については，(1)に規定する事項に加え，利用者の希望，心身の状況，主治医の指示等を踏まえて，療養上の目標，目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載しているか。

(5) 計画作成責任者が常勤看護師等でない場合は，(4)の記載に際し，常勤看護師等による指導，管理が行われているか。

	適
適

適
適
適
適
適


	否
否

否
否
否
否

否


	【第３条の２４】

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書
・アセスメント記録

・主治医の指示書

	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	(6) 計画作成責任者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たり，その内容について利用者又はその家族に対して説明し，利用者の同意を得ているか。
(7) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を作成した際には，遅滞なく利用者に交付しているか。
　※　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が保健医療機関である場合は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に代えて，訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定めるものを交付することで差し支えない。
(8) 計画作成責任者は，定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成後，当該計画の実施状況の把握を行い，必要に応じて変更を行っているか。

(9) 計画作成責任者は，従業者の行うサービスが定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に沿って実施されているかについて把握するとともに，助言，指導等必要な管理を行っているか。

(10) 訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）は，訪問看護サービスについて，訪問日，提供した看護内容，サービス提供結果等を記載した訪問看護報告書を作成しているか。

(11) 常勤看護師等は，訪問看護報告書の作成に関し，必要な指導及び管理を行っているか。

(12) 居宅サービス計画を作成している居宅介護支援事業者から定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の提供の求めがあった際には、当該訪問定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を提供することに協力するよう努めているか。
	適
適
適

適

適

適

適
	否
否
否

否

否

否

否
	・定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画書

・訪問看護報告書

	16  同居家族に対するサービス提供の禁止
・　従業者に，その同居の家族である利用者に対するサービスの提供をさせていないか。（随時対応サービスを除く。）

	適

	否

	【第３条の２５】



	17  利用者に関する市町村への通知　　　　　　〔事例の有・無〕
・　利用者が次の各号のいずれかに該当する場合，遅滞なく，意見を付してその旨を市町村に通知しているか。
     ①　正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わず，要介護状態の程度を増進させたと認められる。
     ②　偽りその他不正な行為によって保険給付を受け，または受けようとした。
	適

	否

	【第３条の２６】

・市町村に送付した通知に係る記録


	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	18  緊急時等の対応
(1) サービスの提供を行っているときに利用者の病状の急変が生じた場合その他必要な場合は，速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じているか。
(2) 必要に応じて臨時応急の手当を行っているか。
	適
適
	否
否
	【第３条の２７】

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護記録書


	19  管理者等の責務
(1) 管理者は，当該事業所の従業者及び業務の管理を，一元的に行っているか。
(2) 管理者は，従業者に「運営に関する基準」を遵守させるために必要な指揮命令を行っているか。


	適
適


	否
否


	【第３条の２８】

・組織図
・業務日誌


	20  運営規程

・　運営規程に次の①～⑦が記載されているか。また，実際に行っているサービスの内容と合致しているか。

①　事業の目的及び運営の方針
    ②　従業者の職種，員数及び職務の内容
    ③　営業日及び営業時間（365日，24時間となっているか。）
    ④　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容及び利用料その他の費用の額
    ⑤　通常の事業の実施地域
    ⑥　緊急時等における対応方法
    ⑦　合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法
⑧　その他運営に関する重要事項
	適
適
適

適

適

適

適

適

適
	否
否

否

否

否

否

否

否

否
	【第３条の２９】

・運営規程


	21  勤務体制の確保等

(1) 適切なサービスを提供できるよう、従業者の勤務の体制を定めているか。（勤務計画が作成されているか。）
※　原則として月ごとの勤務表を作成し，日々の勤務時間，職務の内容，常勤・非常勤の別，管理者との兼務関係等を明確にすること。
(2) 当該事業所の従業者によってサービスの提供が行われているか。
※　ただし，事業所が，適切にサービスを利用者に提供する体制を構築しており，他の指定訪問介護事業所等との密接な連携を図ることにより効果的な運営を期待することができる場合であって，利用者の処遇に支障がないときは，地域の実情を勘案し適切と認める範囲内において，定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の一部を，契約に基づき，当該指定訪問介護事業所等の従業者に行わせることができる。 　　　　　　　　　　〔事例の有・無〕
※　午後６時から午前８時までの間に行われる随時対応サービスについては，地域の実情を勘案して適切と認める範囲内において，複数の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基づき，一体的に利用者又はその家族等からの通報を受けることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　〔事例の有・無〕
	適
適
	否
否
	【第３条の３０】

・勤務体制一覧表
・雇用契約書等

	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	(3) 従業者の資質の向上のために，研修機関が実施する研修や事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保しているか。

	適

	否

	・研修計画

	22  衛生管理等
(1) 従業者の清潔の保持及び健康状態について，管理を行っているか。（健康診断、衛生教育、マニュアル整備等）
(2) 設備及び備品等について、衛生的な管理に努めているか。

（設備の清掃、消毒、備品等の保管方法、保管状態）
	適
適
	否
否
	【第３条の３１】
・衛生マニュアル
・健康診断の記録


	23  掲示
(1) 重要事項の掲示方法は適切か。(場所，文字の大きさ等)
(2) 掲示事項はすべて掲示されているか。

①運営規程の概要

         ②従業者の勤務体制

         ③利用料その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

(3) 掲示事項の内容，実際に行っているサービス内容，届出ている内容が一致しているか。
	適
適
適
	否
否

否
	【第３条の３２】
・現地確認


	24  秘密保持等

(1) 業務上知り得た利用者又はその家族の秘密保持のため，必要な措置を講じているか。

・　利用者の個人記録の保管方法は適切か。
(2) 従業者が退職した後においても、必要な措置を講じているか。(例えば、従業者の雇用時等に取決めなどの措置を行っているか。）
(3) サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は、利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は、当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ているか。
	適
適
適

適
	否
否

否

否
	【第３条の３３】

・就業時の取り決め等の記録（就業規則）
・同意書

	25  広 告

(1) 虚偽又は誇大な内容の広告となっていないか。

(2) 広告の内容が、事業所の概要や運営規程と異なる点はないか。

　（一部のサービスのみ行うような広告となっていないか。）
	適
適
	否
否
	【第３条の３４】

・パンフレット等

	26  居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

・　居宅介護支援事業者又はその従業者に対し，金品その他の財産上の利益を供与していないか。
	適

	否

	【第３条の３５】



	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	27　苦情処理

(1) 苦情を受け付けるための相談窓口があるか。
・　相談窓口、苦情処理の体制及び手順等が定められているか。
　　
(2) 苦情を受け付けた場合，受付日，内容等を記録しているか。
また，記録は５年間保存しているか。
　
(3) 苦情に対して速やかに対応しているか。
また，苦情の内容を踏まえ，サービスの質の向上に向けた取組を自ら行っているか。
(4) 市町村が行う調査に協力し，指導及び助言を受けた場合に改善を行っているか。
(5) 市町村からの求めに応じ，(4)の改善内容を市町村に報告しているか。
(6) 国民健康保険団体連合会が行う調査に協力し，指導及び助言を受けた場合に改善を行っているか。
(7) 国民健康保険団体連合会からの求めに応じ，(6)の改善内容を国民健康保険団体連合会に報告しているか。
	適
適

適
適

適

適

適

適

適

適

適
	否
否

否
否

否

否

否

否

否

否

否
	【第３条の３６】
・苦情に対する措置の概要
・苦情処理マニュアル
・苦情に関する記録



	28　地域との連携 　　　　　　　　　　　　　　　 
(1) 利用者，利用者の家族，地域住民の代表者，地域の医療関係者，市の職員又は事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員，知見を有する者等により構成される協議会（以下「介護・医療連携推進会議」）を設置し，おおむね３月に１回以上，介護・医療連携推進会議に対してサービス提供状況等を報告し，評価を受けるとともに，必要な要望，助言等を聴く機会を設けているか。
 　(2) １年に１回以上，サービスの改善及び質の向上を目的として，自ら提供するサービスについて自己評価を行うとともに，当該自己評価結果について，介護・医療連携推進会議において第三者の観点からサービスの外部評価を行っているか。
(3) 介護・医療連携推進会議による報告，評価，要望，助言等についての記録を作成するとともに，当該記録を公表しているか。　　　　　　　　　　　　　　 
(4) 同一の建物等に居住する利用者に対してサービスを提供する場合には，当該建物に居住する利用者以外の者に対しても，サービスの提供を行うよう努めているか。
	適
適
適

適


	否
否
否

否


	【第３条の３７】

・会議録


	 確  　　認　　　事　　　項
	 適　　否
	根拠・確認書類

	29　事故発生時の対応

(1) 事故発生時の連絡体制が整えられているか。
 　　 （市町村，利用者の家族，居宅介護支援事業者等に対して）
・　事故発生時の対応方法が定められているか。
(2) 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しているか。                                     　〔事例の有・無〕
・　５年間保存しているか。
・　市への報告は適切に行われているか
(3) 賠償すべき事態が生じた場合，速やかに損害賠償を行っているか。（損害賠償保険の加入又は賠償資力を有することが望ましい。）
(4) 事故が生じた場合は，その原因を解明し，再発防止策を講じているか。
	適
適

適

適

適

適

適
	否
否
否

否

否

否

否
	【第３条の３８】
・連絡体制表
・事故対応マニュアル
・事故記録

	30　会計の区分
・　事業所ごとに経理を区分するとともに，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護辞表とその他の事業の会計を区分しているか。
	適

	否

	【第３条の３９】

・会計関係書類


	31　記録の整備
(1) 従業者，設備，備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。
(2) 利用者に対するサービス提供に関する諸記録を整備し，その完結の日から５年間保存しているか。
 　　　 諸記録　…　①定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画
 　　　 　　　　　　②具体的なサービスの内容等の記録
 　　　 　　　　　　③主治医による指示の文書

④訪問看護報告書
 　　　 　　　　　　⑤市町村への通知に係る記録
 　　　 　　　　　　⑥苦情の内容等の記録
 　　　 　　　　　　⑦事故の状況，事故に際して採った処置の記録
（事業者が保険医療機関の場合，①及び④については，診療録及び診療記録の保存でも差し支えない。）
　　　（③及び④については，一体型事業所のみ）
	適
適
	否
否
	【第３条の４０】



	第5　連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の人員及び運営に関する基準の特例
〔連携型事業所のみ〕 
1　指定訪問看護事業者との連携
(1) 事業所ごとに，指定訪問看護事業者と連携しているか。

(2) 連携する指定訪問看護事業者との契約に基づき，次の各号に掲げる事項について必要な協力を得ているか。
①看護職員が利用者の居宅を定期的に訪問して行うアセスメン　　　

　ト及びモニタリング
②随時対応サービスの提供に当たっての連絡体制の確保
③介護・医療連携推進会議への参加
④その他サービスの提供に当たって必要な指導及び助言
	適

適
	否
否


	【赤P382～383】
【第３条の４０】
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